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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

千円

◎経費の内容

千円

当初予算で町単独補助の自治会集会所整備事業補助金を計上していましたが、一
般財団法人自治総合センターのコミュニティ助成事業助成金が交付決定されたこと
により、町補助よりも補助率が高く、また、町費の支出も削減できるため、町、自治
会ともに財政的な面で有利となります。それに伴い、助成決定を受けた費用の補正
予算計上及び町が予定していた補助金の減額補正を行います。

助成団体

△7,500

特定財源
の内容

コミュニティ助成事業助成金 7,800

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

7,800

一般財源

事業の目的
及び効果

自治会の自主・自立の活動を支援することにより、自治会運営の円滑化、活性化を図り、
自治振興の発展、地区住民の福祉及び文化の向上を目指します。

補正予算
の内容

コミュニティ助成事業補助金 7,800

自治会集会所整備事業補助金 △7,500

事業名
地域振興事業費

事業費 300千円
(コミュニティ助成事業補助金、自治会集会所整備事業補助金)

補正予算
の概要

笹尾西一丁目自治会が実施する集会所立て替えにかかる助成金として、一般財団法人
自治総合センターのコミュニティ助成事業助成金が決定されたため、決定金額を補正予
算計上します。また、それに伴い、当初予算で計上されていた自治会集会所整備事業補
助金の減額補正を行います。

予算事業概要書

一般会計 担当 町民課住民活動支援係

平成30年度補正予算 予算科目 2総務費 1総務管理費 6企画費

（一財）自治総合センター

事業実施主体

笹尾西一丁目自治会
（事業費：13,157,154円）

7,800,000円

補助率

3/5

補助決定額
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

一般財源

15,000

特定財源
の内容

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業の目的
及び効果

町が提供するさまざまな行政サービスの経費をまかなうための重要な自主財源である町
税を、法に基づき公平で適正に賦課と徴収をするための経費です。

補正予算
の内容

町税償還金及び還付加算金 15,000

法人町民税について、前年度に予定申告をし納税された税額が、確定申告
により下回った場合や過年度分の更正請求による減額の場合、また、個人町
民税については、過年度分の確定及び修正申告をして既に納税された税額
より下回った場合に差額を還付するもので、還付となる申告等が当初予算見
込みより増加したことによるものです。なお、本年度におきまして、法人町民
税で１件高額な還付となる申告が発生し、現時点で既に予算不足となってお
ります。

　　支出見込　　　　　　　　　　当初予算　　　　　　　　　　差引
　24,000,000円　　　-　　　　9,000,000円　　　　＝　　15,000,000円

事業名
賦課徴収経費

事業費 15,000千円
(町税償還金及び還付加算金)

補正予算
の概要

法人町民税及び個人町民税において、過年度分の確定及び修正申告に伴い、還付金が
当初見込みより増加したことによる補正予算計上です。

予算事業概要書

一般会計 担当 税務課課税係

平成30年度補正予算 予算科目 2総務費 2徴税費 2賦課徴収費
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

システム構築委託料

円 － 円 ＝ 円

千円

551,000 0 551,000

平成３０年４月施行の障害者総合支援法及び児童福祉法の制度改正等に伴
い、「障がい者が介護保険に移行した際の利用者負担の軽減（新高額障害
福祉サービス等給付費）」「補装具の貸与」等について、国からシステム改修
の仕様が示されたことにより、障害者自立支援給付支払等システムを改修す
るため、増額補正するものです。
なお、事業費に係る国庫負担分（1/2）は歳入で計上しています。

支出見込 当初予算 差引

276

特定財源
の内容

地域生活支援事業費補助金 275

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

275

事業の目的
及び効果

障がいのある方が、個々の障がいの状況やニーズ等に応じて、必要なサービスを利用す
ることで、安心して地域で自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう支援を図
ります。

補正予算
の内容

システム構築委託料 551

事業名
障害者自立支援事業

事業費 551千円
(システム構築委託料)

補正予算
の概要

平成３０年４月施行の障害者総合支援法及び児童福祉法の制度改正等に伴い、障害者
自立支援給付支払等システムを改修するため、補正予算を計上するものです。

予算事業概要書

一般会計 担当 地域福祉課

平成30年度補正予算 予算科目 3民生費 1社会福祉費 1社会福祉総務費
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

◎経費の内容

3台

1台

1台

1台

1台

※ 防犯カメラを設置することで犯罪の抑止力を高め、児童等の安全を確保します。

また、有事の際には早急な解決に寄与することができます。

赤外照明付カメラ

映像受信機

レコーダー

18.5型ワイド液晶モニタ

保管庫（鍵付き）

防犯カメラシステム一式 410,400円

　三和学童保育所の不審者出没事案を受けて防犯カメラの設置要望
があったため、児童等の安全を確保することを目的に設置した防犯カメ
ラシステムの設置費用です。

予算事業概要書

一般会計 担当 子ども家庭課子育て支援係

平成30年度補正予算 予算科目 3民生費 2児童福祉費 1児童福祉総務費

事業名
放課後児童対策事業

事業費 411千円
(備品購入費)

補正予算
の概要

三和学童保育所において、開所時間帯に不審車両の駐車や児童への声かけ事案が発生
し再発が懸念されることから、保護者からのカメラ設置要望及び児童の安全を早急に確
保するため、本防犯カメラシステム購入にかかる経費を補正予算に計上するものです。

一般財源

事業の目的
及び効果

少子化が一段と進む中、子育てしやすい環境整備が重要な行政ニーズとして求められて
います。放課後に留守家庭となる児童に対して適切な遊びや生活の場を与える学童保育
所の設置、運営をすることで児童の健全育成を推進します。

補正予算
の内容

備品購入費 411千円

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

411

特定財源
の内容
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

・平成３０年度空き区画再貸付分

Ａ区画 × × 4年 ＝

Ｂ区画 × × 4年 ＝

①

- ＝ ②

③基金積立見込 当初予算

165,123円 - 144,000円 ＝

・平成２９年度決算額確定による精算（墓地公園管理費）

繰入額

2,650,000円

決算額

2,572,877円

③基金積立見込（①+②）　 計

21,123円

一般財源

22財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

差引

77,123円

165,123円

※決算額は永代使用料還付金を除く

88,000円

2,000円 5区画 40,000円

4,000円 3区画 48,000円

事業の目的
及び効果

墓地公園の適正な管理に必要な財源を確保するため。

補正予算
の内容

墓地公園管理基金元金積立金 22

墓地区画の公募によって新たに使用者となった方から納付された管理料と、
平成２９年度決算による見込みで繰り入れられた額の精算を行う。

事業名
基金積立金

事業費 22千円
(墓地公園管理基金元金積立金)

補正予算
の概要

墓地区画の再公募により決まった新規使用者から納付された管理料と、平成２９年度の
決算額が確定した事により、精算額を算出し墓地管理基金へ積立てを行います。

予算事業概要書

一般会計 担当 町民課戸籍住基係

平成30年度補正予算 予算科目 4衛生費 1保健衛生費 7墓地公園管理費
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

低区配水池増強事業費　34,000千円×1/2＝出資金額　17,000千円

※水道事業会計で実施する低区配水池増強事業(2018～2021年度）

【年次事業計画】 単位：百万円(税込)

2018 2019 2020 2021

34 185 229 182

千円

185 229 182 596

内容 合計

630

築造に係る詳細設計委託料
及び用地買収費

築造工事費
（土地造成、躯体工事、場
内配管、場内整備）

34

合計

予算事業概要書

一般会計 担当 環境防災課環境資源係

平成30年度補正予算 予算科目 4衛生費 1保健衛生費 8上水道施設費

事業名
水道事業会計繰出金

事業費 17,000千円
(出資金)

補正予算
の概要

水道事業会計で災害対策として実施する低区配水池増強事業に対し、地方公営企業繰
出基準に基づき、一般会計から水道事業会計に出資するための補正予算計上です。

事業の目的
及び効果

地方公営企業法等に定める経営に関する基本原則を堅持しながら、地方公営企業繰出
基準に基づく水道事業会計への繰出しを行い、上水道事業の経営基盤の強化及び資本
費負担の軽減を図ります。

補正予算
の内容

出資金 17,000

財
　
源

内訳
（単位：千円）

特定財源
の内容

一般会計出資債

一般財源

17,000

17,000

　総務省通知「平成30年度の地方公営企業繰出について」（繰出基準）におい
て、災害対策の観点から実施する配水池能力の増強事業に係る事業費の２
分の１は、一般会計において負担する考え方が示されました。その考え方に
基づき水道事業を運営するため、一般会計から水道事業会計に出資するも
のです。
　なお、その財源については一般会計出資債を借り入れすることができるた
め、歳入予算において補正予算計上し、当該事業費に充当しています。
　また、一般会計出資債の元利償還金については、地方交付税で財政措置さ
れます。（充当率100%、交付税算入率50%）

34

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

貯留容量及び災害時の応急給水を確保するため、既設の低区第
一・二配水池に隣接する形で新たな低区配水池を築造する。
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

経営所得安定対策事業推進補助金

円 － 円 ＝ 円

千円

予算事業概要書

一般会計 担当 産業課産業振興係

平成30年度補正予算 予算科目 6農林水産業費 1農業費 3農業振興費

事業名
農業振興対策事業

事業費 106千円
(経営所得安定対策事業推進補助金)

補正予算
の概要

国からの配分額が、当初見込額を上回ったことによる増額の補正予算計上です。

一般財源

106

事業の目的
及び効果

時代のニーズに即した安全・安心な食料供給を図り、農業の持つ多面的機能の保全・活
用を進め、多様な農業振興施策を総合的・計画的に推進し、持続可能な農業に取り組み
ます。

補正予算
の内容

経営所得安定対策事業推進補助金 106

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

経営所得安定対策事業推進補助金 106

東員町地域農業再生協議会の運営費として交付される当該補助金について、国か
らの配分額が、当初見込額を上回ったことにより増額補正を行うものです。

支出見込 当初予算 差引

835,000 729,000 106,000
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

千円

◎経費の内容

農業用施設修繕料

円 － 円 ＝ 円

調査設計委託料

円 － 円 ＝ 円

千円

戸上川３号ファブリダム
昭和51年3月設置
高さ0.9m×河床幅20m
空気膨張式ゴム堰

予算事業概要書

一般会計 担当 産業課土地改良係

平成30年度補正予算 予算科目 6農林水産業費 1農業費 4農地費

事業名
土地改良事業

事業費 △ 4,174千円
(農業用施設修繕料、調査設計委託料)

補正予算
の概要

農業用施設において、修繕を要する箇所が発生したため増額補正するものと、予定してい
た調査設計業務を行わないこととなったため減額の補正予算計上です。

2,726,000

戸上川３号ファブリダムにおいて機能が著しく低下し、重度の故障に繋がる恐れが
あることから修繕するため増額補正するものです。
また、東員駅周辺市街地整備にかかる農政局協議資料等の作成を実施しないこと
となったため減額補正を行います。

1,226,000

事業の目的
及び効果

土地改良事業を実施することで、施設の維持管理方法等の改善が図られ、農作業環境が
変化し営農に係る労働が質的に改善します。また、意欲ある農家が水田農業を持続でき
る環境を整えることで、農地の有効利用と耕作放棄地を未然に防止できます。

補正予算
の内容

農業用施設修繕料 1,226

調査設計委託料 △ 5,400

0

その他

特定財源
の内容

農業費負担金 61

支出見込 当初予算 差引

1,500,000

61 △ 4,235

支出見込 当初予算 差引

5,400,000 △ 5,400,000

一般財源

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債

修繕箇所

東員郵便局

戸上川
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

－ ＝

－ ＝

予算事業概要書

国民健康保険特別会計 担当 保険年金課

平成30年度補正予算 予算科目 8諸支出金 1償還金及び還付加算金 3療養給付費等負担金・交付金償還金

事業名
償還金

事業費 1,591千円
(療養給付費等負担金・交付金償還金)

補正予算
の概要

平成２９年度国民健康保険療養給付費等交付金の確定に伴う償還金の増額補正で
す。

一般財源

事業の目的
及び効果

精算により発生した交付金超過額を返還します。

補正予算
の内容

療養給付費等負担金・交付金償還金 1,591

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

1,591

特定財源
の内容

平成２９年度国民健康保険療養給付費等交付金の確定に伴う償還金です。

（交付金受入額） （確定額） （精算額）

30,366,000円 28,765,215円 1,600,785円

（精算額） （当初予算額） 　（今回補正額）

1,600,785円 10,000円 1,590,785円
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

支払基金交付金（介護給付費交付金）返還金

（Ｈ29受入額） （Ｈ29実績額） （受入超過額）

－ ＝

支払基金交付金（地域支援事業交付金）返還金

（Ｈ29受入額） （Ｈ29実績額） （受入超過額）

－ ＝

（受入超過額合計) （Ｈ30当初予算額） （今回補正額）

－ ＝

一般財源

3,889

3,898,734円 10,000円 3,888,734円

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

381,667,000円 378,464,882円 3,202,118円

5,088,000円 4,391,384円 696,616円

事業の目的
及び効果

支払基金交付金（介護給付費交付金、地域支援事業交付金）の受入超過額を返還するも
のです。（翌年度精算）

補正予算
の内容

支払基金交付金返還金 3,889

平成２９年度に概算受入した支払基金交付金（介護給付費交付金、地域支援
事業交付金）について、介護保険特別会計の決算により交付金が確定したこ
とに伴い、平成３０年度において受入超過額を返還するために増額するもの
です。

事業名
国庫負担金等返還金

事業費 3,889千円
(支払基金交付金返還金)

補正予算
の概要

平成２９年度介護保険特別会計の支払基金交付金の精算により、交付金を返還するもの
です。

予算事業概要書

介護保険特別会計 担当 長寿福祉課高齢福祉係

平成30年度補正予算 予算科目 6諸支出金 1償還金及び加算金 2償還金
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